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ームワークが 100 年企業の基幹事業となっていることも共通している。 
 3 人を選んだのは以上のような多くの共通項があるからに他ならない。しかも創業企
業家としてつくり上げた基幹事業のフレームワークが従来にない形態である点におい











































 なお、3 人は厳密にいえば創業者ではない。詳細は第 2 章で後述するが、3 人は企業
草創期に設立趣意を描き、経営理念に沿って行動に移し、従業員に浸透させ、実質的に
経営権を握り、経営上の意思決定を中心となって行い、責任とリスクを負っていた。よ







































































い成長を遂げた。その結果、水産物輸出額が 1937（昭和 12）には綿織物、生絲に次ぐ 3

















































































































































 本研究は 2 部構成とし、第１部で高碕、國司、中島を取り巻く社会的環境について考
察し、第 2 部で 3 人の企業家活動の個別研究と比較検討、および本研究のまとめを行う。 











 第 2 部の企業家活動の個別研究では、考察の対象期間を以下の理由から概ね太平洋戦
争による経済統制が本格化する前までとする。理由の第 1 は、明治～大正期とは一線を
画す新たな環境要因である経済統制は太平洋戦争下という特殊な配慮が必要となるた
め、考察の論点が不明確になる可能性が高いこと、第 2 は、それまでの間に 3 人ともほ
ぼ基幹事業のフレームワークを築き上げていること、第 3 は、國司は 1938 年に亡くな
り、高碕は 1941 年に満州重工業の副総裁に就任して終戦後 1947 年まで帰国せず、中
島は戦時統制のために原料が入手できず 1942 年をもってマヨネーズの生産を中断せざ
るを得なかったことである。 





















 次いで第 4 章において 3 人の企業家活動を比較検討し、創業企業家としての成功の要


















ものであり、主として第 2 部の考察結果に沿いつつも第 1 部で考察した社会的環境も考
慮に入れながら、3 人がなぜこれらを経営において標榜・実践したのか、それがなぜ成
功に結び付いたのかを考察する。 
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期企業家に共通する特徴的な思考と行動を明らかにする。第 2 章では 3 人が学んだ水産





第 1 章 近代国家建設と国際的地位向上を目指した時代背景 
































日本に企業勃興期が訪れるが、銀行は 19 世紀末における産業発展を支援した。 
 明治期の日本は近代国家建設を目指して欧米へのキャッチアップを推進する形で勧
業政策を展開したが、由井（1976a、P.17）によればその根本にあったのは「西洋の資





























































































































































経て三井、三菱、安田、住友の 4 大財閥が強大な力を発揮するようになった。 
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第 3 に教育と並行して試験事業に力を入れたこと、第 4 に水産業の進展に即応した人材
需要に対応したことである。ここではこの 4 点に焦点を絞って考察する。また、高碕、
國司、中島は明治末期に水産講習所に学び、大正期に企業家活動を開始したことから、



































 第 4 節では、水産講習所の事業化支援活動に焦点を当てる。水産講習所は府県水産講
習所や試験場、民間の求めに応じて試験・調査を積極的に行った。それが具体的事業化
に貢献した大きな要因であり、その役割について考察を行う。 













 農商務省の統計表に漁獲高の統計数字が示されたのは 1894（明治 27）年であるが、



























































 明治政府の省庁内に水産専門部局が設置されたのは 1877 年のことであり、内務省勧
農局に水産行政を司る水産掛が新設された。その契機は、後に水産伝習所初代所長とな
る関沢明清が、時の内務卿・大久保利通に水産業振興の重要性を説いたことであった。




藻・蕃殖の 4 掛が置かれた。 





































産の 2 課が設けられ、かつ遠洋漁業奨励法および旧漁業法が成立となった。 







によれば、旧漁業法制定の必要性は主に 3 点であった。1 つは漁業生産が停滞する中で
の漁業資源保護と漁場占有利用を巡る紛争の解決・調整の必要性、2 つ目は 1889 年の
帝国憲法の発布と民法制定に向けての動きの下での近代法体制整備の必要性、3 つ目は
同じく 1889 年の市制・町村制施行に伴う旧来共同体との調整の必要性である。 

















洋漁業も活性化し、1910 年に 100 万トン以下であった漁獲量は 1926 年にほぼ 300 万
トン台にまでなった（注23）。1923 年末現在、水産会社数は漁労、採藻、養殖関連が 230
社、缶詰、製造、販売関連が 285 社に上り、資本総額は前者が約 8,501 万円、後者が約































 本研究の主題である水産講習所の前身は 1889 年に大日本水産会によって設立された
水産伝習所であるが、それ以前の水産教育機関としては札幌農学校、大日本水産学校、
東京農林学校簡易科水産科が挙げられる。 
                                                  
（注24）帝國水産會（1925、P.P.303-311）。一方で桑田（1942、P.P.27-28）では「大正末





（注26）佐々木（2006、P.45）は、「1921 年の文部省告示第 449 号において官立水産講習
所は、「大正八年文部省令十号高等学校教員第九条第二項ニ拠リ（中略：引用者）専門学校







 札幌農学校で教鞭をとった J.C.Cutter は農業教育の傍らで水産教育の必要性を認識
し、1880 年より餌料・人口ふ化法・稚魚飼育法などについて講義した。これが学校に
おける水産の講義としては日本最初のものと考えられている（注27）。 






産学校を設立したが、約 1 年後に三渓は胃がんのために死去し、学校は解散した。 





















































































































 日本における内国勧業博覧会は 1877（明治 10）年、1881 年、1890 年と東京で開催
された。当初から水産に関する出品はあったものの独立した部門はまだなく、第 3 回目
に初めて水産部が設けられた。 
 水産博覧会は農商務省水産課の主導で 1883 年に上野で初めて開催された。博覧会の
目的は先進地域の優良技術を広く普及させることにあった。全国各地から製品や標本が
多数出品され、水産業はようやく広く一般に認識されるようになった。審査科長を関沢
が務め、審査員には松原も名を連ねた。第 2 回水産博覧会は 1897 年に神戸で開催され
た。規模・質共に第 1 回を大きく上回る成果を挙げた。村田、松原、下啓助らが全体運
営を手掛けるなど、水産博覧会において後の水産講習所の所長たちは推進力を発揮した。




した」としている。第 1 回内国水産博覧会開催の 2 年前に農商務省が設置され、その翌
年、つまり水産博開催前年に大日本水産会が設立された。官と民両面から漁業振興の兆
しがようやく表れ始めたといえる。 
 内国博覧会は会を重ねるごとに内容の充実を見た。第 4 回内国博覧会は京都で 1895
年に、第 5 回目は 1903 年に大阪で開催された。第 5 回博覧会では水族館を設置したほ
か、冷蔵庫を展示して鮮魚貯蔵法が紹介され、大きな話題となった。政府主催の内国博

























































を引き継ぐべく毎年 1 回の割合で水産品評会が催された。 
 また地方の興産を目的とし、求めに応じて講師を派遣して製造技術や製造品改良の指
導に当たった。派遣された講師には農商務省の水産担当技術者も多数含まれ、博覧会な























































 佐々木・宮澤（2009、P.P.158-159）は、明治 20 年代の中ごろから水産伝習所の卒業
生が水産巡回教師として全国で活躍するようになったこと、政府が水産巡回教師制度の
有効性を認めるようになったことを受け、農商務省が地域差を埋め合わせる手段として




















































いだ。ちなみに当時の学費は年額 30 円で、相当高いものであった（注45）。 
 水産伝習所は第 1 回入学生として、募集人員 80 名に対し 63 名の人員を受け入れた。
生徒の学力はまちまちであり、年齢も 17歳から 30歳近くまでとかなりの開きがあった。









































2-3. 第 2 代所長・村田保の時代 














































































3-3. 第 2 代専任所長・下啓助の時代 









 下は 1914（大正 3）年の水産講習所の文部省移管問題をめぐって生徒たちに建白書を
突き付けられ、その責任を取って辞任するに至った。 
 












































































































 水産伝習所設立当初、すなわち 1889（明治 22）年 1 月において修養年限は 1 年とさ
れた。早期に実業従事者を養成するとの設立趣旨に基づいた結果と考えられる。1 年間






 修養年限は間もなく長期化の方向をたどり、1889 年 11 月に早くも規則改正を行って
予科 6 カ月、本科 1 年の合計 1 年半となった。一回目の入学生の年齢や経歴はまちまち
で、学力の程度は総じて低く（注55）、それを是正するために 6 カ月の予科を設けたもので
ある。さらに現業専科を新設して、卒業後に製造科・蕃殖科について各々8 科目を設け
て実業家について実習させた。初年度は約 8 カ月の間に 3 回の実習を行い、現業実習と
いう新たな試みを展開した。 




 続いて 1891 年 6 月、生徒を 1 年生・2 年生に分け、2 カ年をもって卒業の要件とし
た。卒業後に実施していた実習を本科に加え、修養年限を 2 年に改めたものである。毎
夏に約 50 日の実習を行い、実理重視がさらに進められた。 
 1893 年 5 月に農商務省より生徒養成費が交付されると、翌年に規則を改正して 1 年
の実習科を増設して修養年限を 3 年に延長した。第 3 学年において徹底した実習主体の
教育課程を組んだものである。1895 年 9 月、第 9 回生が第 3 学年に進級するに際して
実習科の始業式を行った。実習に重きを置く教育は水産講習所にも引き継がれた。 












この 4 つの時期を中心に教育内容の変遷をみていく。 
 1897（明治 30）年 3 月、勅令第 47 号をもって官制水産講習所が設立されると、学科
は講習科・現業科・研究科となった。講習科の入学資格は尋常中学第 3 学年級卒業程度
で、修養年限は 3 年であった。履修科目構成は、1・2 年が共通科目、3 年で漁撈、製造、
養殖に分かれて実習主体の専修科目を履修するというもので、水産伝習所時代の形式を
ほぼ踏襲した。現業科は実業者もしくはその子弟のために設けられ、受験資格は 20 歳
以上でかつ水産業に 2 年以上従事した者、修養年限は 1 年以内とされた。研究科は卒業
生を対象に、特定の科目についてなお深い研究を要望する者に対して設けられた。修養















































 次の大幅改正は、第 3 代専任所長・伊谷の時代である。水産講習所は 1922（大正 11）
年に水産講習所充実案が可決され、予算 50 万円が支給されることになった。ここにお
いて修業年限は本科 4 年、遠洋漁業科 3 年（所長権限で 1 年以内の伸縮あり）、研究科 3










































学科別にまとめたのが、表 2 である。ただし 1898 年のデータは入手できなかったため、
除いている。1900 年から 1911 年にかけては、どの学科もほとんどの科目において履修






















































































































 そうした事情を背景に、科目構成が大幅に見直された先の 4 つの時期における伝習部
の技師・技手の数、教授・助教の数と両者の割合に注目する（表 4 参照）。まず官制と
なった直後の 1898（明治 31）年の職員数は、技師 7 名、技手 8 名、教授 4 名、助教 4
名、その他嘱託等は 5 名であった。続いて 1900 年に理論より応用の充実を中心に科目
の見直しが行われ、各科とも学科数の増加を行った。それに伴い職員総数も若干増加し、
技師 6 名、技手 6 名、教授 5 名、助教 5 名となった、なお、技師・技手と教授・助教の
割合をみると、技師・技手の割合が低下する一方で教授・助教の割合は増加している。
とはいえ、総数は 3 名増と大幅な増加ではなく、しかも技師・技手、教授・助教に属さ
ないその他の職員数が 5 名から 9 名に増えていることを考えれば、それほど大きな変化
とはいえない。次に、化学分野をはじめ専門科目の大幅増設を行った 1911 年における
職員数は、技師 16 名、技手 15 名、教授 6 名、助教 3 名、その他 16 名の総数 56 名と
なり、1900 年の総数 31 名と比べ、この間大幅に増員されたことが分かる。しかも技師・
技手の割合は半分を超えて 55％となった。大改正が行われた 1922年における職員数は、
技師が 30 名、技手 18 名、教授 15 名、助教 7 名となった。総数は 99 名となり、明治
末期から大正期にかけて職員数は著しく増員されたことが分かる。科目数増加への対応
に加え、修養年限が 1 年延びて 4 年になったことも大きく影響していると考えられる。
なお、技師・技手の割合は半数を割り込んで 49％となり、教授・助教の割合は 22％と、



















































































産講習所試驗規則」を 1914 年 3 月に制定し、第一条として「水産講習所ハ漁業基本調
                                                  
（注64）『水産講習所一覧』（自大正十二年至同十三年、1924、P.3） 
（注65）『水産講習所一覧』（自明治四十年七月 至明治四十一年六月、1908、P.P.59-60）。












































                                                  
（注68）『水産講習所一覧』（自大正二年七月 至大正三年六月、1914、P.42） 
（注69）東京水産大学創立七十周年記念会（1961、P.P.95-96） 




















































する（図 2 参照）。 























 『東京水産大学百年史』では、在籍生徒数が明治 36（1903）年度に 103 名、明治 38













表 5 卒業生の就職状況推移 
図 3 実業・会社・官庁就職者割合の推移 


























































30 社のうち 26 社が大正期の設立となっている。主な水産会社の選定基準が記されてい
ないことからあくまで参考の領域を出ないものの、大正期における水産業進展と人材需
要急増につながったことを裏付ける一つの指標になるものと考える。 
 また、1909 年 5 月現在の水産関係会社数は 282 社、払込金総額は 1,289 万 887 円で



















































































































































































































































































室、第 11 号 
・影山昇（1986）「わが国水産教育の成立と展開 昭和 60 年度科学研究費補助金 一般
研究（C）」『研究成果中間報告書』東京水産大学・教育学研究室 
・影山昇（1987）「わが国水産教育の成立と展開および現状と課題－明治期における水





講習所－」『東京水産大学論集』東京水産大学、第 25 号 
・影山昇（1995）「関沢民清と村田保－ふたりの大日本水産界水産伝習所－」『放送教育






















して―」『地方教育史研究』全国地方教育史学会、紀要第 31 号 
・沢井実（2007）「戦前・戦中期大阪の工業学校 ―大阪市立泉尾工業学校・大阪市立











員会、第 33 号 
・大日本水産會（1886）『大日本水産會報告』第 54 号、大日本水産會 
・大日本水産會（1888）『大日本水産會報告』第 73 号、大日本水産會 






巻第 57 号 創立五週年記念號 
・高山隆三／日本農業研究所『農林水産省百年史』編纂委員会編（1980）『農林水産省
























































































































































州での漁労実習や養魚の実習などを経て、1890 年 2 月に水産伝習所第 1 期卒業生とな








































任および生徒取締主任を命じられた（注95）。そして 1903 年に水産講習所技師となった。 
 1904 年に日露戦争が勃発すると、農商務省は陸軍省から軍納水産物供給を委嘱され、






































































































































                                                  


















応じていたが、1936 年 10 月に不調を覚えて入退院を繰り返した。後事は高橋熊三に任
せ、1937 年 3 月 20 日ころ、「私は、まァ爲すべきことを爲したと思ひますよ」と満足
そうに言ったということである（注101）。そして 3 月 30 日、享年 74 歳で死去した。 
 伊谷は水産界への貢献が認められ、勲三等瑞宝章を賜った。大日本水産会の会葬とい
う形で 4 月 5 日に赤坂三会堂で行われた葬儀には、1,600 名を越える弔問客が訪れた。 
 
 











 それより先の 1908 年の冬、伊谷は堤清六（注102）よりカムチャツカ産紅鮭缶詰製造の
事業化について指導要請を受けた。さらに郡司成忠大尉（注103）を組合長とする露領沿海
州水産組合は、政府の補助金を受けてカムチャツカの現地漁場を水産講習所の実習地と
























































本金 25万円の輸出食品会社を 1912年 5月に設立した。経営の実権は高橋と鍋島が握り、
工場数、漁場ともに次々と増やして高配当を維持する会社に成長させた。 
 ちょうどそのころから、高碕、中島は海外留学に出る。高碕は 1915 年に帰国すると、
1917 年に製缶専業企業、東洋製罐を立ち上げる。缶詰製造と製缶の完全分離を意図し
た高碕の起業は、伊谷の北洋を中心とした缶詰産業進展の思いを汲んだものであった。



































































よび図 6 に水産物輸出額の推移をまとめた。それによれば、1915 年当時の水産物輸出
額は、内地のみで 2,000 万円に満たなかった。その時点で 1 億円を目指そうとの目標を





図 5 水産物輸出額および水産缶詰輸出額推移（内地） 
掲げたのである。続いて 1929 年、大日本水産会は水産輸出振興協議会を開催して水産
物輸出 3 億円 10 年計画を発表した。メンバーは大日本水産会のほか、水産試験場、水
産局、水産講習所、日本缶詰協会から招集した。協議会において審議と調査研究を重ね、
正式に 3 億円計画が成立した（注109）。同計画では提案項目のみならず、主要輸出増進品
名と目標数量も掲げた。ちなみに、1929 年の水産物輸出額は、内地で約 5,800 万円、


























































































































































                                                  










































                                                  
（注116）深作（1937、P.83） 
（注117）杉浦保吉は 1906 年に水産講習所漁撈科を卒業し、1932～46（昭和 7～21）年
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第 1 章 高碕達之助の企業家活動 
第 1 節 経営理念 
1. 「東洋製罐の使命」からみる経営理念 

























































第 2 節 生い立ちと経営理念形成過程（注133） 
1. ナショナリズムの萌芽 
 高碕達之助は 1885（明治 18）年、大阪府島上郡高槻村（現・高槻市）柱本に父柗之
助、母ノブの次男として生まれた。ノブは柗之助に嫁する前に 2 児を生み、柗之助とは
再婚であった。柗之助との間に 7 人の子をもうけ、高碕はその 3 番目の子であった。ノ















































































































































                                                  
















たアメリカン・キャン社の製缶技術を見聞した。機械化と自動化によって 1 分間に 120
個もの空き缶が作られており、手工業生産を行っていた日本とは隔世の感があった。 























                                                  



















































































































 1917（大正 6）年 6 月 25 日に東洋製罐株式会社の創立総会を開催した。取締役会長
























きは遊ばさにゃならんということで、明治 39 年（1906）から 44 年（1911）頃までは
大いにこの問題が取り上げられたものだった。 そこでその問題を解決するということ



























製罐がサニタリー缶の本格生産を開始したのは 1919 年 3 月であった。そして翌年 2 月
28 日にサニタリー缶が商標登録された。以降、パンフレットや印刷物でサニタリー缶を




























作動状況について発表している。それによれば、東洋製罐の製缶機械は 1 日 8 時間半を





ており、1915（大正 4）年 8 月に開催された全国缶詰業連合大会で「缶型統一の件」が
議題として提出され可決されている。引き続き「かん詰種類別により内容量を一定する
事」、「かん型を種類別により一定する事」、「かん詰の種類により固形肉量と液汁量を一
定する事」が提案されて、1922 年 1 月 1 日より実行されることになった。違反者に対
する罰則なども規定されたが、結果として徹底されることはなかった。やがて缶詰にお
ける統一問題は農商務省工務局工業課の各種工業品規格統一計画の一貫として着手さ
れ、1925 年 2 月、第一回予備相談会が官民の出席を交えて開催された。その後計画は











るものにするために省庁に働き掛けて、1931 年 5 月 9 日付けをもって農林省・商工省
は両省次官の連名通牒を各府県知事ならびに拓務次官宛てに発した（注152）。そして 1932
年 3 月 30 日付で商工省、農林省、陸海軍両省の賛意を得て日本缶詰協会において公定

















                                                  
（注151）缶型統一に関する歴史の一連の記載は『缶詰時報』（第 5 巻 3 号、1926、P.P.67-71）
および山中（1962b、P.P.269-298）によった 
（注152）『缶詰時報』（第 10 巻 5 号、1931、P.79） 
（注153）東洋製罐（1997、P.60） 
（注154）山中（1962b、P. 273）には、高碕が 1918 年に缶型の種類数の調査を行い 1 ポ
ンド缶だけで 85 種あったこと、その数年前にアメリカ商務省が商品の単一化を行って実
効を上げたとの記載がある 
（注155）東洋製罐（1997、P.35）。高碕は『缶詰時報』（第 9 巻 2 号、1930）に掲載した
「産業の合理化と吾罐詰界」の中で東洋製罐は缶型を 14 種に限定して始めようとしたと
しており、また 1927 年発行の「東洋製罐株式会社十週年の所感」にも 14 種に限定との記
載がある。山中（1962b、P. 276）には 13 種とある 
（注156）フーバーが Federate American Engineering Society の会長であったときに「産




















































































                                                  
（注157）東洋製罐第弐拾参回営業報告書（昭和 3 年度下半期、P.4） 
（注158）東洋製罐第五回営業報告書（大正 8 年度下半期、P.P.2-3） 
 [101] 
 
図 7 東洋製罐収益と全国缶壜詰生産高推移 




































                                                  
（注159）東洋製罐第拾弐回営業報告書（大正 12 年度上半期、P.4） 
（注160）東洋製罐第拾八回営業報告書（大正 15 年度上半期、P.4） 







































                                                  
（注162） 清水食品株式会社社史編集委員（1980、P.66） 
（注163）『東洋製罐第拾参回営業報告書』（大正 12 年下期、P.P.2-3） 
 [103] 
 





術習得のため従業員 4 人を八幡製鉄所に派遣した。その後計画は一時中断したが 1933




技術指導のためにアメリカより技師を招へいし、1935 年 5 月に初出荷となった。そし
て 1937 年に低廉かつ品質の高いブリキの生産を可能とする最新のコールドミルの購入

























                                                  
（注164）進藤義輔は 1917 年に水産講習所製造科を卒業し、1919 年に伊谷を介して東洋
製罐に入社。以降、高碕の右腕となる 








































                                                  
（注166）『缶詰時報』（第 3 巻 5 号、1924、P.29） 






































                                                  
（注168）『缶詰時報』（第 9 巻 11 号、1930、P.7） 
（注169）新水産社（1934b、P.P.22-24） 














ルニア州の鮪缶詰業者の反発を受け続け、1934 年 1 月に関税は 3 割から 4 割 5 分に引
き上げられた。アメリカ側はさらなる関税引上と日本製輸入品排除に向けて運動を激化
させた。 





















                                                                                                                                              
（注172） 清水食品株式会社社史編集委員（1980、P.40） 
（注173）同上（P.P.41-42） 
（注174）『缶詰時報』（第 12 巻 1 号、1933、P.P.2-17） 












































                                                  






































                                                  
























































1938 年 11 月に文部大臣より財団法人東洋罐詰専修学校設立の認可を受けた。 
 同校は「理論と実際技術をあわせ修め、勤労を尊ぶ優秀な技術者を育成する」ことを
目的とした建学の精神を掲げた。そして全寮制で学費、寮費は全て無償とした。一般的
な専門学校の教育課程が 3 年であった当時、1 年 4 カ月で修了する教育プログラムを組
んだ。東洋製罐の新入社員集合教育も同校で行った。 














































を遂げた（図 10 参照）。輸出量も増え、缶詰は外貨獲得に大きな役割を果たした。 
  
















































・清水食品株式会社社史編集委員 編（1980）『SSK の 50 年』 
・新水産社（1934a）『水産公論』第 22 巻第 5 号、新水産社 
・新水産社（1934b）『水産公論』第 22 巻第 6 号、新水産社 
・新水産社（1934c）『水産公論』第 22 巻第 10 号、新水産社 
・曽我部市太・井阪徳辰（1975）「志摩郡史（鳥羽誌）志摩国旧地考〈復刊〉」『三重県
















・東洋製罐（1967）『東洋製罐 50 年の歩み』東洋製罐 
・東洋製罐（1997）『東洋製罐八十年の歩み』東洋製罐 
・東洋製罐小樽工場（1946～1948）『東缶をたる』1、5～9 号 
・東洋製罐グループ綜合研究所 50 年史 編集委員会（2011）『東洋製罐グループ綜合研











・日本缶詰協会（1964）「座談会 高碕さんを語る」『缶詰時報』43 巻 5 号 











・山中四郎（1962a）『日本缶詰史 第 1 巻』日本缶詰協会 






第 2 章 國司浩助の企業家活動 




























































第 2 節 生い立ちと経営理念形成過程（注186） 
1. 自律心と自立心の醸成 
 國司浩助は 1887（明治 20）年、兵庫県にて父乃美平太、母ウメの三男として生まれ
た。ウメは山口県萩市の出生で、旧長州藩家老國司家の当主・國司助十の妹であった。
助十には子がなかったため、國司は 6 歳のとき國司家の養子となり助十と妻駒に育てら




















































 國司は 1904 年に山口中学を卒業した。18 歳になった國司は水産業の勃興をして国家
のために尽くしたいとの思いを抱き、水産講習所への進学を考えた。当時の水産講習所



















































































                                                  














 研修を終えた國司はトロール漁業事業化を胸に、1909 年 9 月に帰国した。そのとき
國司の支援を買って出たのは鮎川義介であった。鮎川は妹婿の久原房之助に國司を紹介
し、久原の実兄である田村市郎の下でトロール事業を本格的に展開する算段をつけた。 























































た（注197）。新漁場が次々と開発され、トロール船数は 1911 年に 68 隻、1912 年に 137
隻に達した（注198）。 
 國司がイギリスで新造した湊丸に乗ってイギリス人漁労長と共に帰国したのは、日本















































1919 年 5 月に株式会社に改組し、社名を「日本トロール株式会社」とした。さらに同
















年 1 月に「汽船トロール漁業取締規則」の大改正を行った。トロール汽船は 70 隻に制












































 1925（大正 14）年末ごろより V.D.式トロール漁法がイギリスより伝えられた。V.D.
式とはウイグネロンダール会社が特許を持つ漁法で、従来のオッタートロールより網口
が拡張され漁獲量が格段に増大するものであった（注206）。日本の漁業者は競って採用し
たものの当初の特許料は船 1 隻につき年間 3,000 円の高値であったため、「其負擔輕カ
ラス茲に於テ當業者ハ夫々工夫ヲ凝シテ有効ナル漁法ヲ案出シ之ヲ以テ右 VD 式ノ使用
ニ換ヘ遂ニ VD 式ノ使用ヲ見サルニ至」（注207）ったとされる。そうした状況下、共同漁






























































































1928 年に許可を受けた船であり、第百國際丸は 1930 年に國際工船漁業株式會社が許可
を受けた船である（注218）。 
 ちなみに 1931 年 1 月末現在の機船トロール業者所属トロール汽船は総数 72 隻で、う
ち共同漁業船籍船は 49 隻であった。また 72 隻中総トン数 300 トンを超えるものは 14
隻で、うち 13 隻は共同漁業所有船である（注219）。さらに 1936 年 1 月 1 日現在の数字を
見ると、総数 77 隻中共同漁業船籍船は 44 隻、総トン数 300 トンを超えるもの 22 隻中
16 隻が共同漁業所有船であった（注220）。 






































































































































3 -2. 流通・供給体制の整備 
 総合水産業態を確立するには、漁獲のみならず、保管、流通、供給などの体制も整え





































                                                  
（注231）『共同漁業第弐拾回報告書』（自大正 15 年 7 月 1 日 至昭和元年 12 月 31 日、
P.P.14-15） 














































                                                  
（注235）『共同漁業第弐拾五回営業報告書』（自昭和四年壱月壱日 自昭和四年六月参拾日
P.5） 
（注236）自昭和 5 年 7 月 1 日 至昭和 5 年 12 月 31 日、P.6 






































 國司は一連のこの動きに関し、1936 年 9 月の龍門社（注239）での講演において触れて
いる。 

















































図 12 トロール漁業漁獲量推移 
ではない。主としてトロール事業の成長に的を絞り國司の業績をまとめておく。 























 また共同漁業の当期利益金の推移を図 13 に、共同漁業が関係会社とした主な会社を

















図 13 共同漁業当期利益金推移 
















































































































































































に―『経営志林』第 10 巻第 2 号 
・宇田川勝（（1973）「日産財閥の水産部門形成過程（中）―共同漁業の生成発展を中心
に―『経営志林』第 10 巻第 3・4 号 
・宇田川勝（（1974）「日産財閥の水産部門形成過程（下）―共同漁業の生成発展を中心
に―『経営志林』第 11 巻第 1 号 































第 22 巻第 3 号、新水産社 




・東洋製罐（2003）『洞海はみていたその歴史「戸畑工場 70 年の歩み」』東洋製罐 
・仲谷新治（1950）「ディーゼルと漁船」『科學朝日』1950 年 3 月号 







・農林水産省統計情報部・農林統計研究会 編（1979）『水産業累年統計 第 2 巻』農
林統計研究会 
・藤田孝夫 他編（1989）『日本水産の研究のあゆみ』50 周年記念の会 
・山田一郎（1934）「共同漁業の沿革と現勢（上）」『水産公論』第 22 巻第 5 号「時代の
寵児日本産業と共同漁業系諸會社の全貌（二）」新水産社 





第 3 章 中島董一郎の企業家活動 








































































第 2 節 生い立ちと経営理念形成過程（注260） 
1. 父母からの精神教育 

































































































































が、日本人は 3 対 1 の割合でオレンジ・マーマレードを好んで食べていることを食堂の
主任から聞き出した。中島はこのときオレンジ・マーマレードの事業化を既に意識した
ようで、後にロンドンの下宿先の婦人に製法を聞いている。 








































になった。中島はアメリカで約 8 カ月を過ごし、1915 年 12 月に帰国の途に就いた。 
 マヨネーズ製造・販売の事業化を想起したのはこの一連の経験を通してのことである。









































 恩義に報いる気持ちを常に持ち、立場上相対する 2 人の恩人への対処の仕方に中島な
らではの処世術がにじみ出ている。 





































橋熊三らが紅鮭缶詰の製造・輸出を主体事業として 1912 年に設立した会社である。 
 中島の最初の仕事はギル商会からのオーストラリア向けピンクサーモン缶詰（注267）
500 函の注文であった。ギル商会と口銭（仲介手数料）を取り決め、商品は逸見山陽堂









































                                                  
（注268）中島／董友会（2005、P.285） 






















































































 第一次世界大戦は 1918 年 11 月に終結となり、船賃はたちまち暴落した。中島の横浜
渡しの手法もそれとともに終了となったが、中島商店は開業後半年でかなりの資金的余
                                                  







































































































仕事を依頼された 1921 年度に 10 万 5,000 函を売り上げた。22 年度に 18 万函、飛んで
24 年度には 21 万函の販売実績を上げた。1922 年度の年商が 50 万円から 100 万円見当









おいてみておく（図 14 参照）。 
 中島商店が 10万 5,000函売り上げた 1921年の露領での邦人製造家によるピンクとチ
ャムの生産高合計が約 19 万 9,000 函であり、中島商店はその半分以上を内地に販売し





24 万 3,000 函に対して中島商店の販売実績は 21 万函となっている。ちなみに鮭鱒缶詰
全生産高に対する中島商店の販売実績割合をみると、1921 年は約 18.4%、1922 年が約







図 14 露領における邦人缶詰生産高推移 





















































































表 11 昭和初期の主な取扱商品（マヨネーズ以外） 
に重きを置いていたかは不明であるが、マヨネーズ発売当初は缶詰と表裏一体の販売活
動を展開していたということである。 









































































































も援助を受け、1933～35 年の 3 年間、連続して借り受けた（注284）。 
 表 12 は戦前の推定売上額の推移である。マヨネーズ以外の売上もあり、経費がどの
程度であったかも定かではないが、一つの指標として『続中島董一郎譜』（井土、1993、
P.268-270）よりみておく。1931～1935 年当時の売上は月間 10 万円以上であったが、
極めて薄利であったとされている。その中で比較的利幅のあったのがマヨネーズであっ




ている。1933 年に 7,816 円、1935 年に 177 円、翌 1936 年に 23,452 円、時期は定かで














































 最初の売り出し価格は 128 グラム瓶入り 50 銭であった。それを 1927 年には 140 グラ
ム入りとし、45 銭に値下げした。さらに 1929 年に 35 銭、1930 年に 25 銭、1931 年に
20 銭、1933 年に 15 銭とした。機械化と合理化の推進、あるいは経費圧縮などの努力を





























 1938（昭和 13）年 12 月、中島商店は社名を株式会社中島董商店に改称し、資本金を



























































図 16 戦後のキユーピーマヨネーズの市場シェア推移 
 キユーピーマヨネーズは戦後復興後に着々と生産量を伸ばして確固とした市場シェ





























・キユーピー株式会社 有価証券報告書（第 58 期～） 
・鈴木善幸（1969）『伊谷以知二郎伝』伊谷以知二郎伝刊行会 










・東洋製罐（1967）『東洋製罐 50 年の歩み』 
・中島吉十郎（1969）『開進五十年』開進 
・中島董一郎／董友会（2005）『中島董一郎譜』董友会 















・『海外実業練習生一覧 大正 3・4・5・8 年』農商務省商務局 
・『日本食糧新聞』1949 年～  
 [165] 
 
第 4 章 高碕、國司、中島の企業家活動にみる成功の要因 
 第 1 部における社会的環境の考察、および第 2 部第 1～3 章における高碕、國司、中島、
それぞれの企業家活動の考察をベースとして、第 4 章では 3 人の創業企業家としての成




第 2 節において 3 人の成功に至る過程をまとめ直し、創業企業家としての成功の要因を
総括する。 
 
第 1 節 5 つの共通項にみる成功要因分析 
1. 社会的環境および企業家活動からみた共通項の相対的位置付け 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































的向上を指向し、理念共有を重要視して経営家族主義を展開した。つまり 3 人は第 1 部
第 1 章にみた戦前期の多くの企業家と同じような特質を備え、一般的な企業家としての
側面を有していたということになる。 





















































































































した。第 1 部では 3 人を取り巻く社会的環境を明らかにするため、第 1 章で明治・大正
期の勧業政策を中心に企業環境、経営環境について述べ、戦前期企業家に特有の思考と
行動がいかなるものであったかをまとめた。第 2 章および第 3 章では 3 人が従事した水
産業に焦点を当て、戦前の水産行政や水産教育の実態を明らかにし、水産講習所および
第 3 代専任所長・伊谷以知二郎が日本の水産業進展に果たした役割や影響を考察した。 
 第 2 部では 3 人の企業家活動を個別具体的に考察した。その結果明らかになったのは、
3 人は同じ社会的環境の中で多くの共通項を持ちながらも経営の具体的手法は三者三様
であり、独自の経営理念と企業家活動を通じて基幹事業のフレームワークを築いたこと


































































































































・キユーピー株式会社 有価証券報告書（第 58 期～） 
































＊本研究の一部は『日本経営倫理学会誌第 21 号（2014 年）』に掲載されている。 
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